
資料Ⅰ－２－２－① 
公共事業関係費の事項（事業区分）と所管府省 

 
公共事業の事業区分を一般会計予算の公共事業関係費の事項別の区分で整理すると次 

のとおりである。 

（注）１ 一般会計予算の区分により作成した。 

２ 北海道及び沖縄県で実施される公共事業のうち、内閣府及び国土交通省において予算が一括 

計上されるものについては、移替え・繰入れ先の省で整理した。 

３ 調整費等及び地域再生交付金については、移替え・繰入れ先の省で整理した。 

４ 公共事業関係費を所管する府省は、表中の６府省（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済 

産業省、国土交通省及び環境省）に加え、沖縄総合事務局を地方支分部局とする内閣府である。 

５ 「災害復旧等」は、評価法の下で事前評価の実施が義務付けられている個々の公共事業の範 

囲から除かれている。 

事 項（ 事 業 区 分 ） 所 管 府 省 

１ 治山治水対策 － 

   治  水  国土交通省 

   治  山  農林水産省 

   海  岸  農林水産省、国土交通省 

２ 道路整備  国土交通省 

３ 港湾空港鉄道等整備 － 

   港湾整備  国土交通省 

   空港整備  国土交通省 

   都市・幹線鉄道整備  国土交通省 

   新幹線鉄道整備  国土交通省 

   航路標識整備  国土交通省 

４ 住宅都市環境整備 － 

   住宅対策  国土交通省 

   都市環境整備  国土交通省 

５ 下水道水道廃棄物処理等 － 

   下水道  国土交通省 

   水道  厚生労働省 

   廃棄物処理  環境省 

   工業用水道  経済産業省 

   都市公園  国土交通省 

   自然公園等  環境省 

   情報通信格差是正  総務省 

６ 農業農村整備  農林水産省 

７ 森林水産基盤整備 － 

   森林整備  農林水産省 

   水産基盤整備  農林水産省 

８ 調整費等  

   調整費等 

 

   地域再生基盤強化交付金 

 総務省、厚生労働省、農林水産省、 

 経済産業省、国土交通省、環境省 

 農林水産省、国土交通省、環境省 

９ 災害復旧等  関係府省 
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資料Ⅰ－２－２－② 
公共事業に係る評価に関する主な経緯 

 
 

平成９年 12 月５日  「物流効率化による経済構造改革特別枠」に関する関係閣僚会合 
総理から公共事業全体への「再評価システムの導入」、「費用対効果分析の活

用」について、公共事業関係６省庁に指示 
 

10 年３月 27 日  公共事業の実施に関する連絡会議（第４回） 
建設省等公共事業関係６省庁が、各省庁所管のすべての公共事業について再

評価システムを平成 10 年度から導入することを申し合わせ。また、再評価シ
ステムの導入と同時に新規事業採択時の費用対効果分析についても、基本的に
全事業について導入することとし、平成 10 年度から試行を含め運用 

 
11 年３月 30 日  公共事業の実施に関する連絡会議（第６回） 

費用対効果分析の共通的な運用指針（試行案）を策定 
 

11 年４月 27 日  「国の行政組織等の減量、効率化等に関する基本的計画」（平成 11 年４月 27
日閣議決定）（抄） 

事業の実施の前後において、できる限り客観的な費用効果分析を行い、その
結果を公表することにより、公共事業の決定過程の透明化及び評価の適正化を
図る。 
事業の完了後における費用効果分析を含む事業評価についても、その運用方

針等の作成に向けて、関係省庁において、平成 11 年度より順次、評価の試行
に着手する。 

 
11 年７月 30 日  「平成 12 年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」（平成 11

年７月 30 日閣議了解）（抄） 
公共投資全般について、省庁間の枠を越えた事業間の連携の強化、公共工事

のコスト縮減対策の推進、費用対効果分析等の客観的な評価による採択の必要
性の検証、再評価システムの適用による継続事業の見直し等を更に徹底するこ
とにより、事業の効率化・効果的実施を図るとともに、その透明性を十分確保
する。 

 
11 年８月 30 日  公共事業の実施に関する連絡会議（第７回） 

事後評価の試行等について口頭申し合わせ 
 

12 年 12 月１日  「行政改革大綱」（平成 12 年 12 月１日閣議決定）（抄） 
政策評価の円滑な実施、政策評価に関する実施要領の速やかな策定、費用対

効果分析による事業評価（国土交通省）を推進等 
 

13 年６月 22 日  行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号）成立 
 

13 年６月 26 日  「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」（平成 13 年
６月 26 日閣議決定）（抄） 
経済社会状況の変化等により費用対効果の低下した事業を改めて見直すルー

ルづくり､第三者による評価内容のチェックと資料・データの公開､事前評価に
当たっては同種事業の事後評価の結果を踏まえて行うなどの改善が必要である。 

 
14 年１月 25 日  「構造改革と経済財政の中期展望」（平成 14 年 1 月 25 日閣議決定）（抄） 

（公共投資の規模、効率化、PFI の活用） 
公共事業の効率性・透明性の向上に向け、事業評価の改善（第三者によるチ

ェック、事後評価結果の同種事業への活用、評価手法の改善など）、コスト縮
減、法改正により適用範囲の拡大等が行われた PFI の一層の活用、既存ストッ
クの有効活用、一般競争入札の拡大等競争性の向上、過度の入札制限の見直し
など具体的な取組を進める。 
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14 年４月１日  行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号）施行 
 

14 年６月 25 日  「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002」（平成 14 年 6 月 25 日閣議
決定）（抄） 
（実効ある効率化の実現） 
公共事業の効率化のため、さらに厳格な事業評価を行い、その結果を予算編成

に十分反映する必要がある。このため、事前評価に同種事業の事後評価の結果を

確実に反映する仕組みを構築する。また、第３者による評価内容のチェック機能

の強化、関連情報を含めた情報公開の徹底、国民に対する説明責任の明確化を実

現する。 
 

14 年 11 月 29 日  「平成 15 年度予算編成の基本方針」（平成 14 年 11 月 29 日閣議決定）（抄） 
（公共投資の効率性・透明性の向上） 
評価手法の改善・共通化の推進、第三者による評価内容のチェック機能の強化、

人口動態等を踏まえた厳正な需要予測（モデル、データ）など関連情報を含めた

情報公開の徹底などを進めることにより、事業評価の仕組みを一層改善する。 
事業評価の結果を予算に十分反映する。事前評価、再評価及び事後評価を公

表し、比較・検証した上で、実績の伴わない事業については、予算要求や計画
の見直しに活用するとともに、同分野の評価手法や今後の計画・調査等へ反映
する仕組みを導入する。 

 
15 年 12 月５日  「平成 16 年度予算編成の基本方針」（平成 15 年 12 月 5 日閣議決定）（抄） 

（公共投資の効率性・透明性の向上） 
公共事業においても、政策目標を国民の視点で策定し（Plan）、目標達成の

ために予算を効率的に活用し（Do）、目標達成状況を厳しく評価し（Check）、
評価結果を施策改善や予算に反映させる（Action）というマネジメントサイク
ルを確立するとともに、情報公開を徹底し、透明性の向上を図る。 

（個別プロジェクトの見直し） 
再評価を適切に実施することにより、社会経済情勢の変化に伴い必要性の低

下した事業を中止するなど、個別プロジェクトの見直しを行う。事業評価に当
たっては、直近の人口動態等を踏まえた厳正な需要予測を行うとともに、かい
離の原因、改善策も含めた関連情報の公開を徹底するほか、第三者によるチェ
ック機能を強化する。また、事業評価を踏まえ個別事業の新規採択・継続・中
止の判断を行うことにより評価結果を予算に十分反映する。 
なお、評価手法については、事後評価の結果や他の事業で用いられている手

法との比較検討を踏まえ、一層の改善を図る。 
 

16 年 12 月３日  「平成 17 年度予算編成の基本方針」（平成 16 年 12 月３日閣議決定）（抄） 
（事業評価の厳格な実施等） 
政策目標の策定（Plan）、予算の効率的な活用（Do）、目標達成状況の評価

（Check）、評価結果の予算等への反映（Action）というマネジメントサイクル
を確立し、事業評価を踏まえ個別事業の新規採択・継続・中止を判断するなど
評価結果を予算に反映する。事業評価に当たっては、直近の人口動態等を踏ま
えた厳正な需要予測を行うとともに、第三者によるチェック機能の活用、情報
公開の徹底、透明性の確保を図る。また、評価手法については、他の事業で用
いられている手法との比較検討等を踏まえ、一層の改善を図る。 

 
17 年 12 月６日  「平成 18 年度予算編成の基本方針」（平成 17 年 12 月６日閣議決定）（抄） 

（事業評価の厳格な実施等） 
効率的な事業実施のために、事前・事後の事業評価を厳格に実施する。事

業評価に当たっては、第三者によるチェック機能の活用、情報公開の徹底、
透明性の確保を図りつつ、事業評価を踏まえて個別事業の新規採択・継続・
中止を判断するなど、評価結果の予算への反映を徹底する。 
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18 年 12 月１日  「平成 19 年度予算編成の基本方針」（平成 18 年 12 月１日閣議決定）（抄） 
（各分野における歳出改革） 
② 公共投資 

特に、談合の排除を徹底し、一般競争方式の拡大や総合評価方式の拡充
等を通じた入札・契約の一層の競争性、透明性、公正性の確保に取り組む
とともに、引き続き評価結果の予算への反映を徹底するなど、事前・事後
の事業評価を厳格に実施する。 

 
19 年 12 月４日  「平成 20 年度予算編成の基本方針」（平成 19 年 12 月４日閣議決定）（抄） 

（各分野における歳出改革） 
① 公共投資 

国・地方を通じて入札談合を廃絶し、一般競争方式の拡大や総合評価方
式の拡充等による入札・契約制度の改革に取り組むとともに、引き続き事
業評価結果の予算への反映を徹底するなど、事前・事後の事業評価の充実
及び厳格な適用を実施する。 

     
20 年 12 月３日  「平成 21 年度予算編成の基本方針」（平成 20 年 12 月３日閣議決定）（抄）     

（住宅・公共投資） 
経済社会状況の最新のデータに基づいたＰＤＣＡの厳格な実施、事業評

価に関する第三者機関の機能の拡充、実績が事前の評価を下回る事例の十
分な把握等を通じ、不断の見直しを行いつつ計画的に実施し、引き続き事
業評価結果の予算への反映を徹底するなど、事前・事後の事業評価の充実
及び厳格な適用を実施する。 
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業
 

農
村
振
興
局
 

地
方
農
政
局
 

・
補
助
事
業
 

農
村
振
興
局
 

生
産
局
（
北
海
道
）
 

地
方
農
政
局
 

沖
縄
総
合
事
務
局
（
沖
縄
県
）

○
林
野
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

林
野
庁
 

・
補
助
事
業
 

林
野
庁
 

○
水
産
関
係
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
 

水
産
庁
 

・
補
助
事
業
 

水
産
庁
 

費
用

対
効

果
分

析
そ

の
他

の
手

法

に
よ
り
、
事
業
効
果
を
定
量
的
に
測

定
・
把
握
 

  

評
価
結
果
に
基
づ
き
新
規
採
択
（
着

工
要
求
）
地
区
を
決
定
 

再
評
価
 

（
期

中
の

評
価
）
 

原
則
と
し
て
、
評
価
法
第
７
条
第
２

項
第

２
号

及
び

評
価

法
施

行
令

第

２
条

に
よ

り
評

価
を

義
務

付
け

ら

れ
た
、
未
着
手
の
事
業
及
び
未
了
の

事
業
で
、
施
設
の
維
持
管
理
に
係
る

事
業

及
び

災
害

復
旧

事
業

等
を

除

く
農
林
水
産
公
共
事
業
 

○
未
着
手
の
事
業
 

事
業

採
択

か
ら

未
着

手
の

ま
ま

５
年
を
経
過
し
た
時
点
 

○
未
了
の
事
業
 

事
業

採
択

か
ら

未
了

の
ま

ま
1
0

年
を
経
過
し
た
時
点
 

○
対
象
と
な
る
事
業
が

1
0
年

を
超

え
て
継
続
す
る
場
合
 

直
近

に
期

中
の

評
価

を
実

施
し

た
年
度
か
ら
起
算
し
て
５
年
ご
と
 

 ※
 
自
然
災
害
等
の
発
生
、
社
会
経

済
情

勢
の

変
化

等
に

よ
り

評
価

の
実

施
主

体
が

必
要

と
認

め
た

事
業
に
つ
い
て
は
、
適
切
な
時
期

に
評
価
を
実
施
 

○
農
業
農
村
整
備
事
業
等
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

農
村
振
興
局
 

地
方
農
政
局
 

北
海
道
開
発
局
（
北
海
道
）
 

沖
縄
総
合
事
務
局
（
沖
縄
県
）

・
補
助
事
業
 

農
村
振
興
局
（
北
海
道
）
 

生
産
局
（
北
海
道
）
 

地
方
農
政
局
 

沖
縄
総
合
事
務
局
（
沖
縄
県
）

○
林
野
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

林
野
庁
 

・
補
助
事
業
 

林
野
庁
 

○
水
産
関
係
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
 

水
産
庁
 

・
補
助
事
業
 

水
産
庁
 

以
下

の
評

価
項

目
に

つ
い

て
点

検

し
、

事
業

実
施

の
妥

当
性

に
つ

い

て
、
総
合
的
か
つ
客
観
的
に
評
価
 

①
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎

と
な
っ
た
要
因
の
変
化
 

②
農
林
水
産
業
情
勢
、
農
山
漁
村
の

状
況

そ
の

他
の

社
会

経
済

情
勢

の
変
化
 

③
事
業
の
進
捗
状
況
 

④
関
連
事
業
の
進
捗
状
況
 

⑤
地
元
（
受
益
者
、
地
方
公
共
団
体

等
）
の
意
向
 

⑥
事
業
コ
ス
ト
縮
減
等
の
可
能
性
 

⑦
代
替
案
の
実
現
可
能
性
 

  

事
業

の
継

続
、

縮
小

そ
の

他
の

変

更
、
休
止
又
は
中
止
の
方
針
を
決
定
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区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

完
了

後
の

評
価
 

原
則
と
し
て
、
施
設
の
維
持
管
理
に

係
る

事
業

及
び

災
害

復
旧

事
業

等

を
除

く
農

林
水

産
公

共
事

業
の

う

ち
、
総
事
業
費

1
0
億
円
以
上
の
事

業
（
補
助
事
業
に
つ
い
て
は
、
事
業

実
施

主
体

の
協

力
が

得
ら

れ
る

範

囲
内
で
実
施
）
 

事
業
完
了
後
一
定
期
間
（
お
お
む
ね

５
年
）
経
過
後
に
実
施
 

 ※
 

こ
れ

以
外

の
時

期
に

お
い

て

も
、
自
然
災
害
の
発
生
、
社
会
経

済
情

勢
の

変
化

等
に

よ
り

評
価

の
実

施
主

体
が

必
要

と
認

め
た

場
合
に
は
、
実
施
 

○
農
業
農
村
整
備
事
業
等
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

農
村
振
興
局
（
※
１
）
 

地
方
農
政
局
 

北
海
道
開
発
局
（
北
海
道
）
 

沖
縄
総
合
事
務
局
（
沖
縄
県
）

機
構
等
（
※
２
）
 

・
補
助
事
業
 

 
 
農
村
振
興
局
(
北
海
道
)
 

 
 
生
産
局
(
北
海
道
)
 

 
 
地
方
農
政
局
 

 
 
沖
縄
総
合
事
務
局
（
沖
縄
県
）

※
1
:
国

営
草

地
開

発
事

業
の

場
合

は
生
産
局
及
び
農
村
振
興
局
 

※
2
:
独

立
行

政
法

人
森

林
総

合
研

究
所
、
独
立
行
政
法
人
水
資
源

機
構
 

○
林
野
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
及
び
機
構
等
営
事
業
 

林
野
庁
 

・
補
助
事
業
 

林
野
庁
 

○
水
産
関
係
公
共
事
業
 

・
直
轄
事
業
 

水
産
庁
 

・
補
助
事
業
 

水
産
庁
 

以
下

の
視

点
に

つ
い

て
事

業
の

特

性
に
応
じ
た
評
価
項
目
を
設
定
し
、

事
業

実
施

の
も

た
ら

す
効

果
に

つ

い
て
、
総
合
的
か
つ
客
観
的
に
評
価

①
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎

と
な
っ
た
要
因
の
変
化
 

②
事
業
効
果
の
発
現
状
況
 

③
事

業
に

よ
り

整
備

さ
れ

た
施

設

の
管
理
状
況
 

④
事
業
実
施
に
よ
る
環
境
の
変
化
 

⑤
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
 

⑥
今
後
の
課
題
等
 

  

対
象

事
業

等
に

つ
い

て
必

要
な

措

置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
今
後
の
事

業
の
在
り
方
の
検
討
、
事
業
評
価
手

法
の
改
善
等
を
推
進
 

（
注
）
１
 
農
林
水
産
省
の
基
本
計
画
、
評
価
実

施
要
領
等
を
基
に
作
成
し
た
。
 

２
 
「
区
分
」
欄
の
（
 
）
内
は
、
農
林

水
産
省
の
区
分
に
お
け
る
呼
称
で
あ
る
。
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【
経
済
産
業
省
】
 

区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

事
前
評
価
 

地
方

公
共

団
体

等
が

工
業

用
水

道

事
業

費
補

助
金

の
交

付
を

受
け

て

実
施

す
る

個
々

の
建

設
及

び
改

築

事
業
（
評
価
法
施
行
令
第
３
条
第
４

号
で

定
め

る
要

件
に

該
当

す
る

事

業
）
 ・
新
規
の
事
業
に
補
助
 

金
を
交
付
す
る
場
合
 

・
過
去
、
補
助
金
を
交
 

付
し
た
事
業
で
あ
っ
 

て
、
補
助
金
の
交
付
 

を
休
止
し
て
い
る
事
 

業
に
対
し
て
、
再
度
 

補
助
金
を
交
付
す
る
 

場
合
 

事
業

に
関

す
る

事
前

評
価

を
年

度

末
ま
で
に
実
施
（
予
算
要
求
を
伴
う

事
業

の
評

価
に

つ
い

て
は

概
算

要

求
ま
で
に
実
施
）
 

経
済
産
業
省
に
お
い
て
実
施
 

費
用

便
益

分
析

と
そ

の
他

の
指

標

に
よ

る
評

価
項

目
を

総
合

的
に

評

価
 

  

評
価
結
果
を
基
に
、
当
該
事
業
の
補

助
金

交
付

に
関

す
る

対
処

方
針

を

決
定
 

再
評
価
 

（
事

後
評

価
）
 

地
方

公
共

団
体

等
が

工
業

用
水

道

事
業

費
補

助
金

の
交

付
を

受
け

て

実
施

す
る

個
々

の
建

設
及

び
改

築

事
業
 ・
長
期
に

わ
た
り
継

続
中
の
 

事
業
に
対

し
て
補
助

金
を
 

交
付
す
る

場
合
で
あ

っ
て
、
 

事
業
の
評

価
を
実
施

後
、
 

５
年
以
上

連
続
し
て

補
助
 

金
の
交
付

を
受
け
て

い
る
 

事
業
 

・
事
業
計

画
の
大
幅

な
変
更
 

や
、
事
業

の
継
続
に

対
す
 

る
疑
念
等

が
生
じ
た

こ
と
 

を
確
認
し

た
場
合
 

・
評
価
法

第
７
条
第

２
項
第
 

２
号
に
該

当
す
る
場

合
 

事
業

に
関

す
る

事
後

評
価

を
年

度

末
ま
で
に
実
施
（
予
算
要
求
を
伴
う

事
業

の
評

価
に

つ
い

て
は

概
算

要

求
ま
で
に
実
施
）
 

経
済
産
業
省
に
お
い
て
実
施
 

費
用

便
益

分
析

と
そ

の
他

の
指

標

に
よ

る
評

価
項

目
を

総
合

的
に

評

価
 

  

評
価
結
果
を
基
に
、
当
該
事
業
の
補
助

金
交
付
に
関
す
る
対
処
方
針
を
決
定
 

①
 
事
業
の
継
続
 

現
計
画
に
よ
る
整
備
が
適
切

で

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
 

②
 
事
業
計
画
を
見
直
し
継
続
 

事
業
実
施
計
画
、施

設
規
模
の
見

直
し
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
場
合
 

③
 
事
業
の
休
止
 

需
要
の
発
生
の
遅
れ
等
の
理

由

に
よ
り
、
当
分
の
間
、
施
設
整
備
を

見
合
わ
せ
る
必
要
が
あ
る
と
認
め

ら
れ
る
場
合
 

④
 
事
業
の
中
止
 

需
要
が
見
込
ま
れ
な
い
等
、
事
業

の
実
施
の

必
要
性

が
失
わ

れ
て
い

る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
 

（
注
）
１
 
経
済
産
業
省
の
評
価
実
施
要
領
等
を
基
に
作
成
し
た
。

２
 
「
区
分
」
欄
の
（
 
）
内
は
、
経
済
産
業
省
の
区
分
に
お
け
る
呼
称
で
あ
る
。
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【
国
土
交
通
省
】
 

区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

事
前
評
価
 

（
新

規
事

業
採

択
時

評
価
）
 

維
持
・
管
理
に
係
る
事
業
、
災
害
復

旧
に

係
る

事
業

等
を

除
く

す
べ

て

の
国
土
交
通
省
所
管
公
共
事
業
 

・
事
業
費
を
予
算
化
し
 

よ
う
と
す
る
事
業
 

・
準
備
・
計
画
に
要
す
 

る
費
用
を
予
算
化
し
 

よ
う
と
す
る
事
業
(
※
)
 

 ※
 

高
規

格
幹

線
道

路
に

係
る

事

業
等

に
お

け
る

着
工

準
備

費
又

は
ダ

ム
事

業
に

お
け

る
実

施
計

画
調

査
費

を
予

算
化

し
よ

う
と

す
る
事
業
で
、
事
業
採
択
前
の
準

備
・
計
画
段
階

で
着
工
時
の
個
別

事
業
箇
所
が
明
確
な
も
の
 

原
則

と
し

て
当

該
予

算
に

係
る

年

度
の
前
年
度
末
ま
で
に
実
施
 

本
省
、
外
局
又
は
国
土
交
通
省
の
設

置
す
る
特
別
の
機
関
 

（
一
括
配
分
に
係
る
事
業
の
場
合
）

地
方
支
分
部
局
等
 

費
用

対
効

果
分

析
を

行
う

と
と

も

に
、
事
業
特
性
に
応
じ
て
環
境
に
与

え
る

影
響

や
災

害
発

生
状

況
等

も

含
め
、
総
合
的
に
評
価
を
実
施
 

  

評
価
結
果
に
基
づ
き
、
当
該
事
業
の

予
算
化
、
補
助
金
交
付
等
に
係
る
対

応
方
針
を
決
定
 

再
評
価
 

維
持
・
管
理
に
係
る
事
業
、
災
害
復

旧
に

係
る

事
業

等
を

除
く

す
べ

て

の
国
土
交
通
省
所
管
公
共
事
業

 

【
左
記
①
の
事
業
】
 

事
業

採
択

後
５

年
目

の
年

度
末

ま
で
に
実
施
 

【
左
記
②
の
事
業
】
 

事
業
採
択
後

1
0
年
目
の
年
度
末

ま
で
に
実
施
 

【
左
記
③
の
事
業
】
 

着
工

準
備

費
又

は
実

施
計

画
調

査
費

の
予

算
化

後
５

年
目

の
年

度

末
ま
で
に
実
施
 

【
左
記
④
の
事
業
】
 

（
３
年
未
着
工
）
 

・
事
業
採
択
後

３
年
目
の
年
度
末
ま

で
に
実
施
 

（
７
年
継
続
）
 

・
事
業
採
択
後

７
年
目
の
年
度
末
ま

で
に
実
施
 

【
直
轄
事
業
】
 

（
本
省
等
が
行
う
事
業
の
場
合
）
 

本
省
、
外
局
又
は
国
土
交
通
省
の

設
置
す
る
特
別
の
機
関
 

（
地

方
支

分
部

局
等

が
行

う
事

業

の
場
合
）
 

地
方
支
分
部
局
等
 

【
独
立
行
政
法
人
等
施
行
事
業
】
 

独
立
行
政
法
人
等
 

【
補
助
事
業
等
】
 

地
方
公
共
団
体
等
、
地
方
公
社
又

は
民
間
事
業
者
等
 

以
下
の
視
点
に
よ
り
評
価
 

①
 
事
業
の
必
要
性
等
 

ⅰ
）
事
業
を
め
ぐ
る
社
会
経
済
情

勢
等
の
変
化
 

ⅱ
）
事
業
の
投
資
効
果
（
原
則
と

し
て

費
用

対
効

果
分

析
を

実

施
）
 

ⅲ
）
事
業
の
進
捗
状
況
 

②
 
事
業
の
進
捗
の
見
込
み
 

③
 

コ
ス

ト
縮

減
や

代
替

案
立

案

等
の
可
能
性
 

  

評
価
結
果
に
基
づ
き
、
当
該
事
業
の

継
続

又
は

中
止

に
係

る
対

応
方

針

（
※

）
、

補
助

金
交

付
等

に
係

る
対

応
方
針
を
決
定
 

 ※
 
事
業
の
継
続
の
方
針
（
必
要
に

応
じ
て
事
業
手
法
、
施
設
規
模
等

内
容

の
見

直
し

及
び

配
慮

す
べ

き
事

項
を

含
む

。
）

又
は

中
止

の

方
針
（
中
止
に
伴
う
事
後
措
置
を

含
む
。
）
 

①
事
業
採
択
後
５
年
間
が
経
過
し
た

時
点
で
未
着
工
の
事
業
 

②
事
業
採
択
後

10
年
間
（
※
）
が
経

過
し
た
時
点
で
継
続
中
の
事
業
 

③
高
規
格
幹
線
道
路
に
係
る
事
業
等

に
お
け
る
着
工
準
備
費
又
は
ダ
ム

事
業
に
お
け
る
実
施
計
画
調
査
費

の
予
算
化
後
５
年
間
が
経
過
し
た

事
業
 

④
事
業
採
択
後
３
年
間
が
経
過
し
た

時
点
で
未
着
工
又
は
事
業
採
択
後

７
年
間
（
※
）
が
経
過
し
た
時
点

で
継
続
中
の
官
公
庁
施
設
の
建
設

等
の
事
業
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区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

 
 

【
左
記
⑥
の
事
業
】
 

再
評

価
実

施
時

か
ら

左
記

⑥
の

期
間

経
過

後
の

年
度

末
ま

で
に

実

施
 

 ※
 

左
記

の
予

備
的

な
検

討
の

結

果
再

評
価

を
実

施
す

る
こ

と
と

な
っ

た
事

業
及

び
事

業
採

択
時

に
お

け
る

予
定

事
業

実
施

期
間

が
５
年
以
内
の
事
業
で
あ
っ
て
、

大
幅

に
事

業
実

施
期

間
が

延
び

る
見
込
み
の
事
業
に
つ
い
て
は
、

事
業

採
択

後
５

年
目

の
年

度
末

ま
で
に
再
評
価
を
実
施
 

 
 

 
⑤
事
業
採
択
後
、
河
川
整
備
計
画
の

策
定
等
が
行
わ
れ
、
同
計
画
に
位

置
付
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
事

業
 

⑥
再
評
価
実
施
後
一
定
期
間
（
３
年
、

５
年
又
は

10
年
）
が
経
過
し
て
い

る
事
業
 

⑦
社
会
経
済
情
勢
の
急
激
な
変
化
、

技
術
革
新
等
に
よ
り
再
評
価
の
実

施
の
必
要
が
生
じ
た
事
業
 

 ※
・
事
業
採
択
後
５
年
間
が
経
過
し

た
時
点
で
継
続
中
の
事
業
に
つ

い
て
は
、
社
会
経
済
情
勢
等
の

動
向
、
事
業
の
進
捗
状
況
等
を

踏
ま
え
、
再
評
価
を
実
施
す
る

こ
と
が
適
当
か
ど
う
か
に
つ
い

て
予
備
的
な
検
討
を
行
い
、
再

評
価
の
実
施
の
必
要
性
を
判
断
 

・
事
業
採
択
時
に
お
け
る
予
定
事

業
実
施
期
間
が
５
年
以
内
の
事

業
で
あ
っ
て
、
大
幅
に
事
業
実

施
期
間
が
延
び
る
見
込
み
の
事

業
に
つ
い
て
は
、
再
評
価
を
実

施
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区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

完
了

後
の

評
価
 

（
完

了
後

の
事

後
評

価
）
 

事
業
完
了
後
の
一
定
期
間
（
５
年
以

内
）
が
経
過
し
た
事
業
及
び
改
め
て

完
了

後
の

事
後

評
価

を
行

う
必

要

が
あ
る
事
業
（
※
）
 

 ※
 

事
業

評
価

監
視

委
員

会
の

審

議
結
果
を
踏
ま
え
、
事
後
評
価
の

実
施

主
体

の
長

が
改

め
て

事
後

評
価

を
行

う
必

要
が

あ
る

と
判

断
し
た
事
業
 

・
審
議
結

果
を
踏
ま

え
、
効
 

果
の
発
現

が
十
分
で

は
な
い
 

が
、
今
後

時
間
の
経

過
に
よ
 

り
効
果
の

発
現
が
期

待
で
き
 

る
と
事
後

評
価
の
実

施
主
体
 

の
長
が
判

断
し
た
事

業
 

・
審
議
結

果
を
踏
ま

え
、
改

善
 

措
置
が
必

要
で
あ
る

と
事
後
 

評
価
の
実

施
主
体
の

長
が
判
 

断
し
、
そ

の
措
置
が

講
じ
ら
 

れ
た
事
業
 

・
そ
の
他

、
事
後
評

価
の
実

施
 

主
体
の
長

が
必
要
と

判
断
し
 

た
も
の
 

○
事

業
完

了
後

一
定

期
間

が
経

過

し
た
事
業
 

→
 

事
後

評
価

の
対

象
と

な
る

年

の
年
度
末
ま
で
に
実
施
 

 ○
審
議
結
果
を
踏
ま
え
、
事
後
評
価

の
実

施
主

体
の

長
が

改
め

て
事

後
評

価
を

行
う

必
要

が
あ

る
と

判
断
し
た
事
業
 

→
 
審
議
結
果
を
踏
ま
え
、
事
後
評

価
の

実
施

主
体

の
長

が
実

施
時

期
を
決
定
 

【
直
轄
事
業
】
 

（
本
省
等
が
行
う
事
業
の
場
合
）
 

本
省
、
外
局
又
は
国
土
交
通
省
の

設
置
す
る
特
別
の
機
関
 

（
地

方
支

分
部

局
等

が
行

う
事

業

の
場
合
）
 

地
方
支
分
部
局
等
 

【
独
立
行
政
法
人
等
施
行
事
業
】
 

独
立
行
政
法
人
等
 

【
補
助
事
業
等
】
 

地
方
公
共
団
体
等
、
地
方
公
社
又

は
民
間
事
業
者
等
 

以
下
の
視
点
に
よ
り
評
価
 

①
 

費
用

対
効

果
分

析
の

算
定

基

礎
と
な
っ
た
要
因
（
費
用
、
施

設

の
利
用
状
況
、
事
業
期
間
等
）
の

変
化
 

②
 
事
業
の
効
果
の
発
現
状
況
 

③
 

事
業

実
施

に
よ

る
環

境
の

変

化
 

④
 
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
 

⑤
 
今
後
の
事
後
評
価
の
必
要
性
 

⑥
 
改
善
措
置
の
必
要
性
 

⑦
 
同
種
事
業
の
計
画
・
調
査

の
在

り
方

や
事

業
評

価
手

法
の

見
直

し
の
必
要
性
 

  

○
 
評
価
結
果
に
基
づ
き
、
完
了
後

の
事

後
評

価
を

今
後

実
施

す
る

か
ど
う
か
、
改
善
措
置
を
実
施
す

る
か

ど
う

か
等

の
対

応
方

針
を

決
定
 

○
 

事
後

評
価

の
結

果
を

同
種

事

業
の
計
画
・
調
査
の
在
り
方
や
事

業
評

価
手

法
の

見
直

し
等

に
反

映
 

（
注
）
１
 
国
土
交
通
省
の
基
本
計
画
、
評
価
実

施
要
領
等
を
基
に
作
成
し
た
。
 

２
 
「
区
分
」
欄
の
（
 
）
内
は
、
国
土

交
通
省
の
区
分
に
お
け
る
呼
称
で
あ
る
。
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【
環
境
省
】
 

区
分
 

対
象
事
業
 

実
施
時
期
 

実
施
主
体
 

評
価
手
法
 

評
価
結
果
に
基
づ
く
対
応
 

事
前
評
価
 

評
価

法
施

行
令

第
３

条
に

規
定

す

る
個

々
の

公
共

的
な

建
設

の
事

業

の
実

施
又

は
補

助
を

目
的

と
す

る

政
策
 

 

廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
事
業
 

市
町
村
等
が
補
助
金
の
交
付
を
 

受
け
て
行
う
廃
棄
物
処
理
施
設
の
 

整
備
事
業
で
あ
っ
て
、
国
庫
補
助
 

対
象
事
業
費
が

10
億
円
以
上
を
要
 

す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
個
々
の
 

事
業
（
災
害
等
に
よ
る
施
設
の
復
 

旧
事
業
を
除
く
。）

 

自
然
公
園
等
事
業
 

直
轄
事
業
及
び
自
然
環
境
整
備
 

交
付
金
事
業
の
う
ち
以
下
の
事
業
 

を
除
く
す
べ
て
の
事
業
 

①
維
持
、
管
理
に
係
る
事
業
 

②
災
害
復
旧
に
係
る
事
業
 

③
ご
く
少
額
の
事
業
（
2,
00
0
万
 

円
以
下
の
事
業
）
 

④
調
査
に
係
る
事
業
 

【
廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
事
業
】
 

評
価

対
象

補
助

事
業

の
国

庫
補

助
の
採
択
の
決
定
に
併
せ
て
、
当
該

評
価

対
象

補
助

事
業

の
評

価
を

実

施
 

 【
自
然
公
園
等
事
業
】
 

原
則

と
し

て
当

該
予

算
に

係
る

年
度
の
前
年
度
末
ま
で
に
実
施
（
補

正
予

算
等

に
よ

り
年

度
途

中
に

評

価
対
象
事
業
を
実
施
す
る
場
合
は
、

当
該
年
度
に
評
価
を
実
施
）
 

【
廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
事
業
】
 

環
境
省
（
大
臣
官
房
廃
棄
物
・
リ

サ
イ
ク
ル
対
策
部
）
 

 【
自
然
公
園
等
事
業
】
 

○
直
轄
事
業
 

（
国
立
公
園
整
備
事
業
）
 

地
方
環
境
事
務
所
 

（
国
民
公
園
等
整
備
事
業
）
 

国
民
公
園
等
管
理
事
務
所
 

○
自
然
環
境
整
備
交
付
金
事
業
 

自
然

環
境

整
備

交
付

金
の

交
付

を
受
け
る
都
道
府
県
 

【
廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
事
業
】
 

市
町
村
、
都
道
府
県
及
び
民
間
事

業
者
等
が
、
補
助
金
の
申
請
に
当
た

り
提

出
す

る
事

業
計

画
書

に
お

い

て
当

該
評

価
対

象
補

助
事

業
に

関

し
て

自
ら

実
施

す
る

費
用

対
効

果

分
析
の
結
果
を
踏
ま
え
、
評
価
対
象

補
助
事
業
の
必
要
性
、
効
率
性
及
び

有
効

性
の

観
点

等
か

ら
費

用
対

効

果
分

析
を

実
施

す
る

こ
と

等
に

よ

り
、
当
該
評
価
対
象
補
助
事
業
の
評

価
を
実
施
 

 【
自
然
公
園
等
事
業
】
 

費
用

便
益

分
析

及
び

そ
の

他
の

手
法
に
よ
り
、
総
合
的
か
つ
客
観
的

に
事
業
を
評
価
 

  

【
廃
棄
物
処
理
施
設
整
備
事
業
】
 

評
価
結
果
は
、
国
庫
補
助
対
象
事

業
と

し
て

の
採

否
の

決
定

に
活

用

す
る
ほ
か
、
廃
棄
物
処
理
施
設
の
整

備
方
策
等
の
検
討
に
活
用
 

 【
自
然
公
園
等
事
業
】
 

評
価
結
果
に
基
づ
き
、
当
該
事
業

の
予

算
化

に
係

る
対

応
方

針
を

決

定
 

（
注
）
環
境
省
の
基
本
計
画
、
評
価
実
施
要
領
等

を
基
に
作
成
し
た
。
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